
産学官連携会議（ＩＣＴ・標準化作業部会） 

日 時：令和 4 年 1 月 24 日 14 : 00 ～ 16 : 00 

場 所：リファレンス駅東ビル 3 階  会議室 H-2 

次 第 

１．座長挨拶 

２．規約の改正について 資料－1 

３．最新の取組状況の共有 資料－2 

i-Construction に関する話題提供

４．ICT 土工の地方自治体への展開・支援 資料－3 

ICT 施工技術支援者育成の取組 

ICT アドバイザー制度の取組 

５．i-Construction 教育の充実 資料－4 

技術講習会等の開催に関する報告 

ICT 施工 e ラーニングの取組 

６．討 議 資料－5 

①行動計画 2020 の各団体等の取組について

・行動計画への取組状況

②2022 年度 目標値と重点的に取組む行動の設定

７．その他 

インフラ分野における DX の推進について

・九州地方整備局のおける取組事例の紹介

８．閉 会 
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令和３年度　産学官連携会議（ＩＣＴ・標準化作業部会）出席者名簿

所　　属

九州大学大学院工学研究院
附属アジア防災研究センター
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（一社）日本建設業連合会　九州支部
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建設産業専門団体九州地区連合会
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（一社）現場技術土木施工管理技士会
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（一社）全国測量設計業協会連合会
　　　　九州地区協議会



令和３年度  産学官連携会議（ＩＣＴ・標準化作業部会）配席図

１月２４日 (月)　 １４:００ ～ １６：００ 　 リファレンス駅東ビル　Ｈ－２会議室

入
口
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九州大学
三谷 泰浩

日本建設機械施工協会
玉石 修介

記
者
席

九州地整 企画部長
森下 博之

敬 称 略スクリーン側

事 務 局

スクリーン側

西日本高速道路株式会社
赤嶺 政治



規 約 改 訂 比 較 表

旧 新 備 考

産学官連携会議（ICT・標準化作業部会） 規約 i-Construction産学官連携会議 規約 会議の名称見直し

（名 称） （名 称）

第１条 本会は、産学官連携会議（ICT・標準化作業部会）（以下「連携会議」という。） 第１条 本会は、i-Construction産学官連携会議（以下「連携会議」という。）と称する。 会議の名称見直し

と称する。

（目的） （目 的）

第２条 連携会議は、産・学・官で建設現場の生産性を向上させるため、関係者間で情報を共 第２条 連携会議は、産・学・官で建設現場の生産性を向上させるため、関係者間で情報を共

有し、行動方針等のフォローアップつながる対話の場として、九州地方整備局i-Const 有し、行動方針等のフォローアップつながる対話の場として、九州地方整備局i-Const

ruction推進会議（以下「推進会議」という。）の円滑な運営に資することを目的とす ruction推進会議（以下「推進会議」という。）の円滑な運営に資することを目的とす

る。 る。

（運営事項） （運営事項）

第３条 連携会議の運営事項は次のとおりとする。 第３条 連携会議の運営事項は次のとおりとする。 １．の修正

１．ICT施工技術（情報化施工技術）に関する事項 １．i-Construction全般に関する事項 ２．の削除

２．規格の標準化に関する事項 ２．推進会議への報告に関する事項

３．推進会議への報告に関する事項 ３．その他連携会議の目的に即した事項に関すること

４．その他連携会議の目的に即した事項に関すること

（委員構成） （委員構成）

第４条 会員は別表のとおりとする。 第４条 会員は別表のとおりとする。

２ 連携会議には座長をおき、座長は会員の互選により選任する。 ２ 連携会議には座長をおき、座長は会員の互選により選任する。

３ 座長は連携会議の事務を統括する。 ３ 座長は連携会議の事務を統括する。

４ 連携会議は座長が必要と認めるときに開催するものとし、座長がこれを招集する。 ４ 連携会議は座長が必要と認めるときに開催するものとし、座長がこれを招集する。

５ 座長は必要があると認めるときは、会員以外の者を出席させることができる。 ５ 座長は必要があると認めるときは、会員以外の者を出席させることができる。

（事務局） （事務局）

第５条 連携会議の事務局は、企画部技術管理課、施工企画課、港湾空港部海洋環境・技術課 第５条 連携会議の事務局は、企画部技術管理課、施工企画課、港湾空港部海洋環境・技術課

が共同で担当する。 が共同で担当する。

（雑則） （雑 則）

第６条 本規約に定めるもののほか、連携会議の運営に関し必要な事項については座長が定め 第６条 本規約に定めるもののほか、連携会議の運営に関し必要な事項については座長が定め

る。 る。

（附則） この規約は、平成２９年３月１３日から施行する。 （附 則） この規約は、平成２９年 ３月１３日から施行する。

平成２９年８月８日 一部改正 平成２９年 ８月 ８日 一部改正

令和 ４年 １月２４日 一部改正 改定日の追加

資料－１



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

最新の取組状況の共有
※本資料は、国⼟交通本省、九州地⽅整備局資料に基づき構成しています。

資料－２



直轄土木工事におけるICT施工の実施状況

○ 直轄土木工事のICT施工の公告件数、実施件数とも増加しており、2020年度は公告件数の約８割で実施。
○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数は倍増しており、実施件数も増加している。

単位：件

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。
※営繕工事を除く。

＜ICT施工の実施状況＞

＜都道府県・政令市の実施状況＞

工種

2016年度
［平成28年度］

2017年度
［平成29年度］

2018年度
［平成30年度］

2019年度
［令和元年度］

2020年度
［令和2年度］

公告件数
公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６ ７，８１１ １，６２４

実施率 ３３％ ２２％ ２９％ ２１％

単位：件
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R３.３⽉末時点

九州地整におけるＩＣＴ活用工事の実施状況
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ICT活用工事の実施状況

※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。
※ 従来の労務は施工者の想定値
※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。

○ ＩＣＴ施工の対象となる起工測量から電子納品までの延べ作業時間について、土工及び浚渫工（河川
）では約３割、舗装工では約４割、浚渫工（港湾）では約１割の縮減効果がみられた。

平均施工数量：32,262㎥

約３割 縮減
平均施工数量：33,171㎥

約４割 縮減
平均施工数量：17,478㎥

約３割 縮減 約１割縮減
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平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
令和４年度

（予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工 （港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（床堀工、小規模土工）
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ICT構造物工（上部工）

◯ 構造物の出来形管理等へICT施工を拡大するとともに、取得する３次元データを活用し維持管理
分野の効率化を図る。

◯ 構造物工の関連工種として、上部工の出来形管理に3次元計測技術を活用し、出来形計測時間
の短縮を図る

◯ 竣工時の３次元計測データの維持管理への活用を検討

イメージ施工フロー

●３次元計測技術を活用した出来形管理

車道外側線

最小幅員
車線境界線

上空高さ

タブレット端末

ドローン、ＴＬＳ、TS等

をもちいて橋梁上部の
現場での出来形計測

●竣工時の計測データの活用

ヒートマップで橋梁上部の施工
結果を表示

起
工
測
量
実
施

3
次
元
計
測

維
持
管
理

対象範囲
必要に応じ
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定

出
来
形
管
理

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

工
事
契
約

舗
装
工
な
ど

架
設
工
な
ど
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起
工
測
量
実
施

ICT構造物工（基礎工）

◯ 構造物の出来形管理等へICT施工を拡大するとともに、取得する３次元データを活用し維持管理
分野の効率化を図る。

◯ 構造物工の関連工種として、基礎工の出来形管理に3次元計測技術を活用し、出来形計測時間
の短縮（杭芯位置、杭径計測作業）を図る

イメージ施工フロー

検
査

維
持
管
理

対象範囲
必要に応じ
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定
※今後、施工履歴データの活用が可能となる場合は要領化も検討

機
材
搬
入

出
来
形
管
理

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

工
事
契
約

機
材
搬
出

杭
施
工※

ＴＬＳを用いた場所打ち杭の出来形計測

点群から出来形を確認

基礎工
（杭）

●3次元計測技術を活用した出来形管理

従来計測
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ICT床堀工・ICT小規模土工

○ 都市部や市街地で行う修繕工事等ではドローンによる測量が困難である。ＴＬＳ等を用いたレー
ザ測量を行う場合でも障害物があり、複数回測量を実施しなければならないなど効率的な出来形
管理が困難な状況が発生している。

○ 狭小箇所の現場では中型のバックホウによる施工が困難な場合があり、小型の建設機械による
施工が行われるが、ICTの導入が十分進んでいない状況。

○ 小規模の現場に対応した、基準類の整備を促進し、生産性向上を加速

断面管理

●狭小箇所の現場（都市部・修繕工事など）

• 機能の絞込み
• 小型建機の使用
• 衛星測位できない箇所は

測量器による測位

測位方法
(測量器）

施工機械
（小型ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ機）

イメージ施工フロー

幅
・
深
さ
等
測
定

締
固
め

維
持
管
理

対象範囲
関連工種として
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定

機
材
搬
入

掘
削
作
業

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

起
工
測
量
実
施

工
事
契
約

機
材
搬
出

埋
戻
作
業

丁
張
り
作
業

据
付

基
礎
砕
石 排水構造物工
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ＵＡＶ写真
土工編

地上型ＴＬＳ
土工編

地上型ＴＬＳ
舗装工事編

地上移動体
搭載型ＬＳ

舗装工事編

従前

⼟⼯

舗装

各要領の共通事項を整理し
、再編・簡素化

■総則

■様式集

■土工編

■舗装工事編

ＵＡＶ写真

ＴＬＳ

ＭＬＳ

土工共通

舗装共通

ＴＬＳ

共通事項

技術別

各種要領の重複項⽬と
内容の整理

⼯種の違い

技術の違い

共通事項

再編・簡素化

共通事項

技術別

技術基準類のスリム化について ＜要領の再編＞

■⼯種拡⼤や計測技術の追加により、多くの出来形管理要領（約1,150ページ）がある
■利⽤者の読みやすさ、使いやすさ、改訂のしやすさを考慮し、令和３年度向けに技術基準類

の構成を⾒直し、⾴数を約７割（約800ページ）に減らしスリム化を図る
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従前の出来形管理要領（案）と再編版の対応表

既存の出来形管理要領（案）
再編版 ３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）

（本文） （参考資料・様式集）

１編 総則 １編 総則

1 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

２編
土工編

（施工履歴データを用いた出来形管理要領
追記）

２編 土工編（参考資料・様式集）

2 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）

3 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（土工編）（案）

4 ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）

5 ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

6 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

7 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

8 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

３編 舗装工事編 ３編 舗装工事編（参考資料・様式集）

9 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（舗装工事編）（案）

10
ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理の出来形管理要領
（舗装工事編）（案）

11
地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領
（舗装工事編）（案）

12 施工履歴データを用いた出来形管理要領（路面切削工事編）（案） ４編 路面切削工事編 ４編 路面切削工事編（参考資料・様式集）

13 音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）
５編 河川浚渫工事編 ５編 河川浚渫工事編（参考資料・様式集）

14 施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）

15 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（護岸工編）（案） ６編
護岸工編

（UAV・ＴＬＳ等の出来形管理要領追記）
６編 護岸工編（参考資料・様式集）

16
施工履歴データを用いた出来形管理要領
（表層安定処理等・中層地盤改良工事編）（案）

７編 表層安定処理等・中層地盤改良工事編 ７編
表層安定処理等・中層地盤改良工事編

（参考資料・様式集）

17 施工履歴データを用いた出来形管理要領（スラリー撹拌工編）（案） ８編 スラリー撹拌工編 ８編
固結工スラリー撹拌工編

（参考資料・様式集）

18 ３次元計測技術を用いた計測要領（案）

９編
法面工編

（ＵＡＶ斜め撮影の追記）
９編 法面工編（参考資料・様式集）

10編 トンネル工編 10編 トンネル工編（参考資料・様式集）

11編 橋脚・橋台編 11編 橋脚・橋台編（参考資料・様式集）

※赤字 R3年度 新規・改定に伴い追記した事項 9



民間等の要望を踏まえた基準の策定・改定

4/28 提案募集

国土交通省 提案者

募集要領作成

4/28～5/25
策定・改定対象確認

（必要に応じて、対象の絞り
込み）

提案された基準類の検証

基準類の策定・改正案作成確認

通知

ＩＣＴ導入協議会の
構成団体・機関※

基準類の提案
概要書

基準類の検討

※学からの提案に ついては
構成団体・機関を通じて 提案

○提案・要望受付
・ヒアリング
・策定・改定対象の選定

・策定時期及び新規策定、改定
等取組

基準類素案の提案

7/14 ＩＣＴ導入協議会

ICT導入協議会
基準WG

◯ Ｒ１年度よりＩＣＴ施工の基準に対する、民間提案を募集

◯ 今年度も４月～５月にかけて民間提案の募集を実施
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＜従前の発注⽅式＞ ＜⾒直し後の発注⽅式＞

発注者指定型、施工者希望型Ⅰ型の拡大（令和３年度）

11



12

○ 九州・沖縄ブロック土木部長等会議（ 国、県及び政令市） では、令和元年度より、働き方改革
推進に向けた共通の取組目標を定め、取り組んでいる

新たな取組目標 ＜九州・沖縄ブロック土木部長等会議＞



ICT活用証明書

証明書については、国・県及び政令市が共通様式を
用いることで総合評価等において各機関の工事実績
を相互に活用することが可能

※九州地方整備局は、土工に限らず他の工種でもICTを実施した場合、
証明書を発行 13

新たな取組目標 ＜九州・沖縄ブロック土木部長等会議＞

ICT活用工事の対象



中小企業等におけるICT活用拡大に向けた取組

○ＩＣＴ活用工事の中小企業への拡大に向け、ＩＣＴ建設機械を用いない簡易型ICT活用工
事を令和2年度より導入し、令和2年度は110件で実施

○Ｒ3年度も継続し、中小建設業へのICT活用拡大を図る

○起工測量から電子納品の各段階で３次元データの部分的な活用を認める簡易型ICT活用工事を導入。

3次元設計デ
ータ作成

ICT建設機械に
よる施⼯

ICT活用必須実施項目 選択項目

※⾯管理、断⾯管理のいずれも選択可
※ただし経費に計上するのは面管理を行った場合のみ
※活用部分を基準に則り納品

3次元起⼯
測量

【簡易型ICT活用工事（３次元データの部分的活用】

3次元デー
タの納品

3次元出来形管
理等の施⼯管理

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元データ
活用を選択することが可能
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の
施工管理及び3次元データの納品での活用は必須

○工事成績で加点・各段階で経費を変更計上

【ICT活用工事】

○起工測量から電子納品までの全ての段階で
3次元データ活用を必須

○工事成績で加点・経費を変更計上

【簡易型ICT活用工事】

※１

※１：ICT土工（施工者希望Ⅱ型）で公告した工事のうち、
受注者が簡易型ICTとして実施を希望した件数

14



簡易型の導入状況

○施工規模（土工量）が１０，０００ｍ３以上では９割以上の工事でＩＣＴ施工を実施
○施工規模が小さくなるとICT施工の実施率は減少するが、簡易型の活用により、施工規

模の小さい土工量5,000m3未満の工事でも約７割の工事でICT施工を導入している。

直轄工事における土工量別簡易型ICT施工 実施状況 (N=110)

実
施
率
（
％
）

土工量 (m3)
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項 ⽬ 計上項⽬ 積算⽅法
① 3次元起⼯測量

共通仮設費 ⾒積徴収 に
よる積上げ② 3次元設計データ作成

R2(現⾏）

○ ICT施工のうち、３次元起工測量、３次元設計データ作成費用は見積徴収している。
○ 国の基準を準用する地方公共団体も多いが、現場条件等により見積金額にバラツキが生じることがあり、

見積金額の妥当性の判断が困難なことから歩掛化を求める声がある。

⇒原則、見積徴取としつつ、国の実績を基にした算定式を見積参考資料として整理

３D起工測量費用（単位：万円）

土工量（単位：ｍ３） 土工量（単位：ｍ３）

３D設計データ作成費用（単位：万円）

①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる設計・
施工計画

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）⾒積のバラツキ ⾒積のバラツキ

ＩＣＴ施工の見積参考資料の策定
工 事令和3年2月5日記者発表資料
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ＩＣＴ建設機械の普及促進のための研究開発が進展

■⺠間においても、中⼩規模⼯事へのICT施⼯普及拡⼤のための⺠間における研究開発が進展
→ 通常（従来型）の建設機械に取り付けることで、ICT施⼯を可能とする機器の開発が進む

●⾃動追尾型TSの測位機能を活⽤
したマシンガイダンス技術

●通常の建設機械の作業装置に、プリ
ズムを装着して、作業装置の位置をリ
アルタイムに計測・設計との差分を表
⽰する

●⼩型建機にも装着可能

出展 (株)カナモト「Ｅ三・Ｓ」

出展 コマツ･LANDLOG
「SC レトロフィット」

バックホウへの装着事例

●⾃動追尾型TSの測位機能を活⽤
したマシンコントロール技術

●⼩型バックホウの整地⽤排⼟板にプリ
ズムを装着して､排⼟板の位置をリア
ルタイムに計測､設計に合わせ制御す
る。

出展 (株)⽇⽴建機「PATブレードMC」

●RTK-GNSS測位技術を活⽤した
マシンガイダンス技術

●通常の建設機械（バックホウ）に
GNSSアンテナ及び各種センサーを装
着して、位置をリアルタイムに計測・設
計との差分を表⽰する。

●⼩型建機にも装着可能

情報配信企業
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ＩＣＴ施工の地方自治体への展開・支援

資料－３

※本資料は、国⼟交通本省、九州地⽅整備局資料に基づき構成しています。



■地域を事業の地盤とする「CおよびD等級※」の企業は、 ICT施⼯の経験割合が低く、普及拡⼤が必要

地域企業へのＩＣＴ活用の普及拡大の課題

※直轄⼯事においては、企業の経営規模等や、⼯事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定

■一般土木工事の等級別ICT施工経験割合
（2016年度～2020年度の直轄工事受注実績に対する割合）

1



ＩＣＴ施工技術支援者育成の取組

・ICT施⼯技術⽀援者
「県技術センター等の職員」を想定
・アドバイザー相談窓⼝の設⽴

支援

■ＩＣＴ施⼯技術⽀援者育成取組 （Ｒ２〜 ）
・中⼩建設業におけるICT施⼯の普及促進にむけて、ICT施⼯の指導・助⾔が⾏える⼈材・組織を
全国各地に育成

＜中⼩建設業における課題＞
・ＩＣＴ施⼯に踏み出せない企業が多い ・ＩＣＴ施⼯に対応できる技術者不⾜
・ＩＣＴ施⼯の技術者指導体制がまだまだ不⾜

★国交省がＩＣＴ専⾨家を県へ派遣し、ICT施⼯のポイントをアドバイス⾏う「⼈材・組織の育成」をサポート

中⼩建設業の現場所⻑や監理技術者にICT施⼯の技術⽀援を実施
＜⼯事規模に⾒合ったICT施⼯のポイント例＞
・関連⼯種（クリティカルパス）に合わせた計画⽴案
・施⼯エリアの条件に合わせた計画⽴案
・３次元データ作成範囲・密度の適正化
・ICT機器の選定 ＩＣＴ施⼯のポイントをアドバイス

今年度⽀援対象

⼤分県
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ＩＣＴアドバイザー制度の概要

 国、地方自治体等の発注者及び地域を担う地元企業が、ＩＣＴ技術の先駆者である「 ICTアドバイザー」から、技術
修得や能力向上へのアドバイスを受けられる仕組みをつくり、ICT施工の更なる普及促進を図る

ICTアドバイザー

・ICTアドバイザーの公募
・アドバイザー登録、名簿公表

登録・公表

・依頼の内容を確認し支援の可否を判断
・支援の開始及び終了時に所定の様式にて
九州地方整備局へ報告

開始連絡
報告書提出

九州地方整備局

発注者 施工者

技術相談
支援依頼

＜募集区分＞
Ⅰ：３次元計測関係
Ⅱ：３次元設計データ作成関係
Ⅲ：ＩＣＴ建設機械による施工関係
Ⅳ：３次元施工管理関係
Ⅴ：総合マネジメント
Ⅵ：ＩＣＴ施工の研修・講習会

＜応募要件＞
・工事又は関連業務におけるⅠ～Ⅴの区分の実績
・ＩＣＴ施工に関するアドバイスや普及・支援活動等
又は研修・講習会等の実績

＜任期＞
無期限

＜支援に要する費用＞
技術支援に対する費用は原則無償
ただし、旅費交通費や研修・講習会に要する
機材等の費用はアドバイザーと依頼者にて決定

技術支援

●技術支援
・助言、技術的指導
・各種研修、講習会等への協力

・アドバイザー選定、依頼

・ＩＣＴアドバイザー名簿に基づきアドバイザーを選定し依頼
・ＩＣＴ機器の使用・施工方法、出来形管理等について
支援依頼

・研修、講習会開催に向けてのアドバイス又は講師派遣依頼

※原則無償

令和３年１１月２４日
記者発表にて２７社を登録

第１次受付終了：令和3年10月22日
第1次登録 ：令和3年11月２４日

※以降随時受付
４月、７月、１０月、１月末日時点で
リストを修正
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九州地⽅整備局 依頼者 ICTアドバイザー

閲覧
⽀援内容の検討

ICTアドバイザー
の選定

⽇程決定・サポート開始

■ ＩＣＴアドバイザーへの依頼から実施までのながれ

ICTアドバイザー
登録名簿

実施の可否判断
依頼

ICTアドバイザー
の決定

可能

⽇程調整

開始報告
報告書確認・受取

報告書確認・受取 サポート終了・報告書作成
終了報告

※活動実績は
九地整HPに掲載 完了
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依頼者 参加人数 状況写真

1

（有）南九州測量設計
・ＵＡＶによる出来形計測を行うのに伴い、計測範囲の確認
方法、評定点、検証点の位置確認を行い、自動飛行にて計
測した。現地で説明を行い、飛行については資格者（無人航
空機従事者試験合格者）が飛ばした。

宮崎県内企業 2名

2

矢野建設（株）
・ドローン自動航行アプリを大型モニターにミラーリングして
の飛行経路作成と飛行デモを行い、撮影した写真から３D点
群化への流れや土量計算までを説明。
ICT建機施工の実演ではコマツスマートコントラクションアプ
リにて建機オペレーター見ている画面をドコモ回線を経由し
てモニターに表示し、マシンコントロールがどの様に行われ
ているかを見学。

・宮崎県内
自治体及び
工業高校 

約50名

3

コマツ宮崎（株）
・建設業界におけるICT化と題して講義と実機試乗を体験し
てもらった。
建設業が取り組むi-Constructionをパワーポイント資料を使
いICT建機の説明。現在普及しているUAVをデモフライトに
て見学、最後にICT建機を試乗してもらい体感。
また動画にてこれからの建設業への関心を持ってもらうた
め様々なIOT・ソリューションを紹介した。

・ 宮崎県内
自治体及び
農業高校 

40名

■ ＩＣＴアドバイザーの活動実施状況（７件） ※R4.1⽉11⽇時点

6



依頼者 参加人数 状況写真

4

コマツ宮崎（株）
・県土木事務所主導にて、中学生へ建設業に対する興味
を抱いてもらうことをコンセプトに説明・試乗会を実施。
県土木事務所が建設業の魅力と、ICT建機施工における
コマツの今後の展望を動画にてPR。またICT建機とド
ローン飛行を体験し、一連を通して日常生活の基盤に建
設業が携わっていることを知ってもらった。

60名

5

コマツ宮崎（株）
コマツカスタマーサポート（株）
・建設業界におけるICT化と題して講義
国土交通省が推奨するi-Constructionの説明
従来施工方法からICT技術を使った施工方法の紹介、
ICT技術を使うことで現場がどのように変化・進化していく
のかを資料を紹介しながらの講義を行った。
また、コマツの最先端技術を紹介することで建設業により
一層興味をもってもらうよう動画を視聴してもらった。

工学部2年
生 60名
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（株）久永
・３次元施工データの利活用
・３次元起工測量、出来形管理における地上型レー

ザース
キャナーの活用

・ＧＮＳＳ解説 ローカライゼーション、ＧＮＳＳについて
・マシンコントロール、マシンガイダンスＩＣＴ建機につい

て
・小規模工事でＩＣＴ施工利活用
小型建設機械向けマシンガイダンスシステム、３次元

計測システム

鹿児島県内協会 34名

■ ＩＣＴアドバイザーの活動実施状況

7

・宮崎県内
自治体及び
中学校  

・宮崎県内
自治体及び
大学   



依頼者 参加人数 状況写真

7

ユタカ工業（株）
・ICT施工に関して、測量・施工・電子黒板を説明
ドローン空撮とレーザースキャナーの測量を現地にて実
演し、写真から点群化して３次元データの作成・土量計算
といった作業の流れを説明。ICT建機の説明においては、
ワークスオーエス機能を使うことで、建機の位置・状態を
把握、簡易土量計算を反映した進捗状況の管理ができる
旨を説明。最後に参加者に建機に試乗頂き精度確認・操
作性を体験してもらった。

宮崎県内企業 40名

■ ＩＣＴアドバイザーの活動実施状況
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

i-Construction教育の充実

資料－４



地⽅⾃治体⼯事を主に受注する「地域建設業者」を対象に、ICT施⼯や無⼈化施⼯技術を⾒て・
聞いて触れて体感・実感してもらうことで理解を促進

ＩＣＴ施⼯技術に関連する講習（座学）およびICT建設機械と無⼈化施⼯機械の操作体験を
同時に開催

１．⽬ 的

２．講習概要

地域建設業者に対するＩＣＴ施⼯の普及促進と無⼈化施⼯の⼈材育成を推進します︕

３．開催時期

講習フィールド＜九州技術事務所＞︓講習状況

令和３年１１⽉１８⽇〜１９⽇（２⽇間） ■講習参加⼈員 ２８名

４．開催事務所 九州技術事務所（会議室および屋外フィールド）

無人化施工機械
（モニター方式操作）

指導者

受講者

ＩＣＴ機械体験
（ﾌﾞﾚｰﾄﾞﾏｼﾝｺﾝﾄﾛｰﾙﾊﾞｯｸﾎｳ）

受講者

説明者

遠隔操縦式バックホウ操作
（モニター方式） シミュレータ体験

ＭＧバックホウ操作

ＭＣバックホウ操作

MC：０．７㎥（ＧＮＳＳ－ＶＲＳ方式）
MG：０．１５㎥（ＴＳ方式）

i-Construction推進と普及拡大に向けた講習会の開催事例

1



2

起⼯測量からＩＣＴ施⼯までを体験することによって「i-Construction」を推進する■⽬ 的︓
宮崎県、（公財）宮崎県建設技術推進機構■主 催︓

Ⅰ．講習概要 ＜10⽉26，27⽇と12⽉16，17⽇の2回実施＞

■３次元設計データ作成の実習 ■3Dレーザースキャナ計測体験 ■ICTバックホウ体験試乗

i-Construction推進と普及拡大に向けた講習会の開催事例

Ⅱ．講習状況 ＜ＰＣでの実習やフィールドでの体験＞

講習内容

❶ 県内における建設ＩＣＴの取組
インフラ分野のＤＸの推進

県内における建設ＩＣＴに関する取組状況や今後の⽅
向性の説明（宮崎県技術企画課）
インフラ分野のＤＸの概要の説明（九州地⽅整備局）

➋ 建設ＩＣＴ活⽤⼯事におけるポイ
ント・留意点

・ＩＣＴ活⽤⼯事におけるポイントや留意点の説明
・３次元データ処理概要の説明

➌ ３次元データ処理実習
・３次元設計データ作成
３ＤＣＡＤソフトをインストールしたＰＣを２０台準備し、
実習を⾏った。

テーマ

ICT施⼯に関する⼀連の動き（測量〜設計〜施⼯）
を実際に体験し、現場施⼯に役⽴てる︕

講習内容

❶ ３次元出来形管理実習 ・３次元測量及び出来形管理について、各種機器（Ｔ
Ｓ・ＧＮＳＳ、ＴＬＳ、ＵＡＶ）を⽤いて実習を⾏った。

➋ 建設ＩＣＴ施⼯実習
・⼩型建設機械による建設ＩＣＴ施⼯実習（⼩型バック
ホウＭＧ・ＭＣ）
・建設ＶＲの説明及び体験

➌ 発注者における建設ＩＣＴの留意
点などについて

・積算時における留意点や施⼯計画書、出来形管理の
チェックポイントの説明（県・市町村職員のみ対象）

テーマ

宮崎県内の県・市町村職員
１０名×2回
宮崎県内の建設業関係者
３０名×2回

■参加者︓

◇初日 ◇２日目

バックホウＭＧ バックホウブレードＭＣ

■協 ⼒︓ （⼀社）⽇本建設機械施⼯協会 九州⽀部
（⼀社）宮崎県測量設計業協会、 国⼟交通省九州地⽅整備局



▼教材映像

「ＩＣＴ施工ｅラーニング」について

▼進行役のナビゲーターがご案内

• インフラDXを推進する取組の一環として、ICT施工に関する普及促進と人材育成を目
的に、ICT施工eラーニングを構築

• 学生や若手技術者に興味を持ってもらえるよう動画による学習プログラムを採用

ICT施工 eラーニングの特長

・ネット環境があれば、いつでもどこでも学習が可能
・非接触型の学習方法のため、コロナ禍における感染防止対策に寄与
・受講完了時に受講証明書を発行。
CPD（建設コンサルタンツ協会）の単位やCPDS（全国土木施工管理技士会連合会）
のユニットの申請に活用可能

アクセス先：http://www.ictc-e-learning.qsr.mlit.go.jp
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「ＩＣＴ施工ｅラーニング」の内容

章番号 章名
1 i-Constructionの概要とICT施⼯
2 ICT施⼯導⼊による変化
3 衛星測位

4
３次元測量技術①
〜概要と無⼈航空機（UAV）空中写真測量について〜

5
３次元測量技術②
〜レーザースキャナーを⽤いた測量と
トータルステーション（TS）を⽤いた測量〜

6 ３次元設計技術
7  ICT建機の施⼯技術① 〜ICT建機の概要〜
8  ICT建機の施⼯技術② 〜ICT建機と導⼊メリット〜
9 3次元出来形計測技術

10 3次元データの検査・納品
11 ICT施⼯のまとめ

▲全11章・87科目から構成
動画再生時間 ３時間３２分

▲受講証明書

▲小テスト
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アンケート結果（2021年12⽉末時点 受講完了者︓948名）

ＩＣＴ施工ｅラーニング受講者のアンケート結果

※2021年8⽉6⽇公開
（登録者数︓1,915名）
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